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①農空間整備事業
（広域営農団地農道整備事業）

「岩湧地区」

建設事業評価委員会
平成２１年１月２３日
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第６回委員会での主なやりとり
１．ルート変更の背景等について

・登記名義人が相続等により４００名程度に増大し、区分所

有の調整が困難。

・ルート設定時に登記簿で共有地であることは確認していた

が、実際の土地の管理状況まで確認していない。今後、本

件のような大規模で土地所有者が多数である案件について

は、聞き取りや地元自治体への照会により、登記簿と実際の

土地の管理状況の把握に努める。

２．農地、農家が減少している中で便益に変化がないことについて

・前回評価時（H16）と比較して、受益戸数の減少に伴う便益の
減少はあるが、リサイクル促進効果（発生残土の地区内利用

の促進による）などの項目で便益の増加があるため。
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１．ルート変更に係る背景について
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高向共有地位置図
○2215-乙
共有者 176名（S22)

○2218-甲
共有者 72名（S22)

○2215-甲
共有者 176名（S22)

高向共有地
3筆

共有者数
176名（S22)
332名(H16調査時)



（5）

共有地取得への経緯（１）
S22年時 登記名義人 176名 （3筆合計）

H15～H16 登記名義人176名の実態調査を実施し44名の死亡を確認
相続調査を実施した結果、共有者が332名となる。

H18.3 上記332名に対し、用地買収の説明会を実施
登記簿上の持分と実際管理している持分が大きく乖離していることから
異議が出たため、協議整わず。

買収手法は、共有地買収の際、一般的な手法である
登記簿の持分割合で買収する方針

H18.4～ 登記簿持分の多い方及び実際管理をしている方、約４０名と個別協議
→ 登記簿持分と管理実態とが大きく乖離していることが判明
登記簿持分による買収の困難性を認識

H16.11
再評価

上記状況を踏まえ、再度専門家、弁護士等と協議
→ 買収には登記簿上の共有状態を区分所有形態に整理してから交渉が必要

※土地収用法による強制買収の場合でも、同様の整理が必要(H18収用委員会の見解)
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共有地取得への経緯（２）
管理実態による買収手法の検討

H18.8～ 共有者の相続調査を再度実施
（新たに死亡が確認された３名＋H15～H16時に調査した44名のうち12名）
→共有者が２８名増加（３３２名→３６０名）

未調査分を今回調査より想定すると共有者４００名程度となる見込み

管理実態による用地買収を行うためには

・約４００名の共有者に対し上記①、②の協議、交渉を行うには、膨大な時間と

労力、経費が必要。（時間を費やす程、今後更に共有者が増加していく可能性大）

①共有者毎の管理実態による支配地を決定（共有者全員の同意必要）
②境界測量、分筆登記を実施し共有者毎の位置、面積を確定
（権利確定のため経費約1．２億）

H18年度末 用地取得は事実上、不可能であると判断し路線変更を検討

H19年～ 路線変更の検討 新ルート関係地権者の調査
国及び関係6市町村と協議
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２．便益額比較表 (単位：億円）

246

17

7

127

95

再々評価時
（H20)

±017
・安全性向上効果

・交通事故減少効果

・更新効果

・維持管理費節減効果

④安全性向上便益

＋5

△1

+3

+3

増減
再評価時
(H16)

効 果 項 目便 益 項 目

241合 計

8
・施設整備促進効果

・地域間交流促進効果

・農道環境整備効果

③地域間交流促進

便益

124

・レクリエーション向上効果

・リラックス効果

・リサイクル促進効果

・公共施設保全効果

②快適性利便性向上
便益

92
・車両走行経費節減効果

・林業に係る走行経費節減効果①走行経費節減便益
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①走行経費節減便益

将来交通量予測による費用
便益分析

営農に関する節減効果含む

±０９２．２９２．２
・車両走行経費
節減効果

９５．０

２．８

再々評価時
（H20)

＋２．８９２．２合 計

追加項目

（木材センターへ搬入･搬出する
木材・資材を対象）

＋２．８－
・林業に係る走行
経費節減効果

変更内容等差 額
再評価時

（H16)
効果項目

(単位：億円)
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②快適性利便性向上便益

１２７．０

０．１

７．２

９．７

１１０．０

再々評価時
（H20)

±００．１
・公共施設保全
効果

＋３．１１２３．９合 計

発生残土の地区内利用促進＋３．４３．８
・リサイクル促進
効果

受益戸数の時点修正△０．２９．９・リラックス効果

受益戸数の時点修正△０．１１１０．１
・レクリエーション
向上効果

変更内容等差 額
再評価時

（H16)
効果項目

(単位：億円)
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③地域間交流促進便益

７．１

１．４

５．７

再々評価時
（H20)

△１．５８．６合 計

工事費の時点修正△１．３２．７
・農道環境整備

効果

受益戸数の時点修正△０．２５．９
・地域間交流・施
設整備促進効果

変更内容等差 額
再評価時

（H16)
効果項目

(単位：億円)
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④安全性向上便益

１７．１

△０．５

０．９

１６．７

再々評価時
（H20)

管理費の時点修正＋０．１△０．６
・維持管理費

節減効果

０．３１６．８合 計

工事費の時点修正＋０．７０．２・更新効果

工事費・受益戸数

の時点修正
△０．５１７．２

・安全性向上

効果

変更内容等差 額
再評価時

（H16)
効果項目

(単位：億円)


